
政府                   ベトナム社会主義共和国 

              独立 - 自由 - 幸福 

----------------          --------------------- 

No. 88/2010 / ND-CP                    2010年 8月 16日ハノイ 

  

政令（Decrees） 

知的所有権に関する法律の条項及び 

植物品種の権利に関する知的財産に関する法律の 

条項の改正についての詳細及び解説する政令 

 

政府は、農業農村開発大臣の提案により、2001年 12月 25日の政府組織法、知的財産法

及び知的財産法の条項の改正及び補足法に従って、本政令を定める。 

 

政令: 

 

第Ⅰ章 一般規定 

 

第 1 条 規則の範囲 

本政令は、植物品種の権利に関する知的財産法及び植物品種の権利に関する知的財産法

に関するいくつかの条項の改正及び補足を規定し、植物品種に関する権利の国による管理

責任、植物品種に対する権利を確立するための手順、植物品種保護証保持者及び植物品種

育成者の権利と義務、植物品種権の許諾及び権利の譲渡、及び植物品種権の代理について

規定する。 

 

第 2 条 適用の対象 

本政令は、以下に適用される： 

1. ベトナムの法人及び個人 

2. 知的財産法の条項の改正及び補足する法律の第 1条第 18項に規定された外国の法人及

び個人 

 

第 3 条 用語の定義 

本政令における用語の定義は以下のとおり。 

1. 申請者とは、知的財産法第 164条第 2項に基づき、植物品種に対する権利の登録申請を

行う権利を有する法人又は個人をいう。 

2. 出願者とは、申請者又は申請者の合法的代理人をいう。 

3. 植物品種保護証保持者とは、植物品種保護証を付与された法人又は個人をいう。 

4. 植物品種育成者とは、植物新品種を直接選抜、交配又は発見し、開発する者をいう。2
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人が共同で植物新品種を選抜し、交配又は発見し、開発した場合、共同育成者という。 

5. 植物品種保護当局は、農業農村開発省の植物品種保護室（PVPオフィス：PVPO）とする。 

6. 植物品種の権利保護に関する協定をベトナムと締結した国とは、植物新品種保護国際条

約（UPOV）加盟国、又は植物品種の権利保護について二国間協定を締結した国をいう。 

7. 植物新品種の発見と開発とは、 

a / 植物新品種の発見とは、自然の変異からの選抜をいう。 

b / 植物新品種の開発とは、これらの自然の変異株を増殖し、評価する過程を言う。 

8. 植物品種の詳細な記述（品種記述書という）とは、区別性、均一性、安定性の試験によ

り作成され、植物品種保護当局によって認証された植物品種の特性を記載した文書をい

う。品種記述書が、科学的な論文やニュース報道などの形で一般に公開されたとき、又

は新聞、雑誌、その他の出版物の記事の形で一般に公表されている場合は、審査に考慮

される。 

 

第 4 条 植物品種の権利保護に対する省庁及び省庁レベルの機関の責務 

1. 農業農村開発省は、全国の植物品種に対する権利保護の国家管理を行い、次の責務を負

う。 

a / 植物品種の権利の保護に関する法的文書の公表又はその権限に基づいて公表のた

めに管轄当局に提出し、その実施を図ること。 

b / 植物品種保護証の付与、再付与、取り下げ、無効化又は取消 

c / 保護された植物品種のリストの公表。植物品種の技術試験の方法と手続き 

d / 植物品種保護当局の組織、機能、任務及び権限を定める。植物品種の技術試験を実施 

する法人及び個人の指定、運営の管理 

e / 植物品種の権利保護に関する法律の普及及び教育 

f / 植物品種の権利保護における管理違反の審査、検査及び対処 

g / 植物品種の権利保護に関する国際協力 

h / 植物品種の権利の代理人の活動の管理。植物品種の代理人の認定及び取消。植物品種 

の代理人の証明書の付与及び取消。 

i / 植物品種の権利保護に関する情報提供及び統計の作成 

j / 植物品種の権利保護に関する書式の発行 

2. 財務省は、農業農村開発省と調整して、植物品種に対する権利保護のための費用及び手

数料の徴収、管理及び使用に主たる責務を負う。 

3. 科学技術省及びその他の省庁、省庁レベルの機関及び政府附属機関は、所掌任務及び権

限の範囲内で、農業農村開発省と協力して、植物品種の権利保護に関する国の管理を実

施する。 

 

 

第 5 条 植物品種の権利保護のための州レベル人民委員会の責務 

1. 植物品種の権利保護に関する政策と法律の実施 

2. 植物品種の権利保護に関する法律の普及、啓発 

3. 植物品種の権利保護に関する行政上の違反の審査、検査及び処理 

4. 地方、州の町又は市の人民委員会に、その地域の植物品種の権利保護の管理措置を講じ

るよう指示する。 

 

第Ⅱ章 植物品種の権利を確定するための命令及び手続き 

 

第 6 条 国家予算を用いて選抜、交配又は発見及び開発された植物品種に対する権利保護

のための登録 

1. 国家予算で選抜、交配又は発見及び開発された植物品種については、国が、その植物品

種の所有権を、その植物品種を直接選抜、交配又は発見及び開発し、植物品種に対する

権利保護のための登録申請を提出した組織に割り当てる。当該組織は、知的財産法第

186条に規定されている保護証明書保有者の権利を行使することができる。 

2. 国家予算を含む、その他の資金を用いて選抜、交配又は発見及び開発された植物品種に

ついては、その植物品種の選抜、交配又は発見及び開発に直接関与した組織に、国家予

算の使用を割り当てる。当該組織は、国家予算の割合に応じて権利保護のための登録申

請を行い、国家予算の割合に応じて所有者の権利を行使できる。 

 

第 7 条 申請者及び出願代理人の責務 

1. 申請者は、植物品種の権利保護登録の過程において、植物品種保護当局に提供される情

報及び文書の真実性を保証するものとする。 

a / すべての提出文書は、申請者又はその代理人によって署名され、証明のために（法 

人については）彼らの印を押さなければならない。 

b / すべての外国語文書のベトナム語版は、原本の真正の翻訳文でなければならない。 

2. 申請者の代理人は、植物品種保護当局との手続きにおける不正確な情報についての宣誓

及び提供によって生じたすべての結果について、申請者に対して責任を負うものとする。 

損害を与えた場合、彼らは補償を支払うものとする。 

 

第 8 条 植物品種の権利保護のための登録申請 

1. 知的財産法第 174条に規定する植物品種の権利保護登録の申請は、植物品種保護当局に

2部提出しなければならない。 

2. 知的財産法第 174条第 1、2及び第 3項に規定する文書に加えて、知的財産法の改正法

の第 1条第 18項に規定する、ベトナムと植物品種の権利保護に関する協定を締結した
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人が共同で植物新品種を選抜し、交配又は発見し、開発した場合、共同育成者という。 

5. 植物品種保護当局は、農業農村開発省の植物品種保護室（PVPオフィス：PVPO）とする。 

6. 植物品種の権利保護に関する協定をベトナムと締結した国とは、植物新品種保護国際条

約（UPOV）加盟国、又は植物品種の権利保護について二国間協定を締結した国をいう。 

7. 植物新品種の発見と開発とは、 

a / 植物新品種の発見とは、自然の変異からの選抜をいう。 

b / 植物新品種の開発とは、これらの自然の変異株を増殖し、評価する過程を言う。 

8. 植物品種の詳細な記述（品種記述書という）とは、区別性、均一性、安定性の試験によ

り作成され、植物品種保護当局によって認証された植物品種の特性を記載した文書をい

う。品種記述書が、科学的な論文やニュース報道などの形で一般に公開されたとき、又

は新聞、雑誌、その他の出版物の記事の形で一般に公表されている場合は、審査に考慮

される。 

 

第 4 条 植物品種の権利保護に対する省庁及び省庁レベルの機関の責務 

1. 農業農村開発省は、全国の植物品種に対する権利保護の国家管理を行い、次の責務を負

う。 

a / 植物品種の権利の保護に関する法的文書の公表又はその権限に基づいて公表のた

めに管轄当局に提出し、その実施を図ること。 

b / 植物品種保護証の付与、再付与、取り下げ、無効化又は取消 

c / 保護された植物品種のリストの公表。植物品種の技術試験の方法と手続き 

d / 植物品種保護当局の組織、機能、任務及び権限を定める。植物品種の技術試験を実施 

する法人及び個人の指定、運営の管理 

e / 植物品種の権利保護に関する法律の普及及び教育 

f / 植物品種の権利保護における管理違反の審査、検査及び対処 

g / 植物品種の権利保護に関する国際協力 

h / 植物品種の権利の代理人の活動の管理。植物品種の代理人の認定及び取消。植物品種 

の代理人の証明書の付与及び取消。 

i / 植物品種の権利保護に関する情報提供及び統計の作成 

j / 植物品種の権利保護に関する書式の発行 

2. 財務省は、農業農村開発省と調整して、植物品種に対する権利保護のための費用及び手

数料の徴収、管理及び使用に主たる責務を負う。 

3. 科学技術省及びその他の省庁、省庁レベルの機関及び政府附属機関は、所掌任務及び権

限の範囲内で、農業農村開発省と協力して、植物品種の権利保護に関する国の管理を実

施する。 

 

 

第 5 条 植物品種の権利保護のための州レベル人民委員会の責務 

1. 植物品種の権利保護に関する政策と法律の実施 

2. 植物品種の権利保護に関する法律の普及、啓発 

3. 植物品種の権利保護に関する行政上の違反の審査、検査及び処理 

4. 地方、州の町又は市の人民委員会に、その地域の植物品種の権利保護の管理措置を講じ

るよう指示する。 

 

第Ⅱ章 植物品種の権利を確定するための命令及び手続き 

 

第 6 条 国家予算を用いて選抜、交配又は発見及び開発された植物品種に対する権利保護

のための登録 

1. 国家予算で選抜、交配又は発見及び開発された植物品種については、国が、その植物品

種の所有権を、その植物品種を直接選抜、交配又は発見及び開発し、植物品種に対する

権利保護のための登録申請を提出した組織に割り当てる。当該組織は、知的財産法第

186条に規定されている保護証明書保有者の権利を行使することができる。 

2. 国家予算を含む、その他の資金を用いて選抜、交配又は発見及び開発された植物品種に

ついては、その植物品種の選抜、交配又は発見及び開発に直接関与した組織に、国家予

算の使用を割り当てる。当該組織は、国家予算の割合に応じて権利保護のための登録申

請を行い、国家予算の割合に応じて所有者の権利を行使できる。 

 

第 7 条 申請者及び出願代理人の責務 

1. 申請者は、植物品種の権利保護登録の過程において、植物品種保護当局に提供される情

報及び文書の真実性を保証するものとする。 

a / すべての提出文書は、申請者又はその代理人によって署名され、証明のために（法 

人については）彼らの印を押さなければならない。 

b / すべての外国語文書のベトナム語版は、原本の真正の翻訳文でなければならない。 

2. 申請者の代理人は、植物品種保護当局との手続きにおける不正確な情報についての宣誓

及び提供によって生じたすべての結果について、申請者に対して責任を負うものとする。 

損害を与えた場合、彼らは補償を支払うものとする。 

 

第 8 条 植物品種の権利保護のための登録申請 

1. 知的財産法第 174条に規定する植物品種の権利保護登録の申請は、植物品種保護当局に

2部提出しなければならない。 

2. 知的財産法第 174条第 1、2及び第 3項に規定する文書に加えて、知的財産法の改正法

の第 1条第 18項に規定する、ベトナムと植物品種の権利保護に関する協定を締結した
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国の法人又は個人の申請であって、ベトナムに住所又はベトナムで製造又は事業所を持

たない者は、国籍又は本部登記を証明するために必要十分な書類を添付すること。 

3. ベトナムと植物品種の権利保護に関する協定を締結していない国の法人又は個人の申

請は、植物品種の保護に関する協定をベトナムと締結している国に、法的に有効な住所

又は登録事務所を有することを証明する文書を提出すること。 

 

第 9 条 優先権を主張する出願の手続 

優先権を享受するために、知的財産法第 167条第 1項に規定する優先権を主張するため

のすべての条件を満たす出願を提出した出願者は、次の手続を行わなければならない。 

1. 所定の書式に従って保護登録宣言に優先権の主張を記載する。 

2. 優先権の主張を検討するための手数料を支払う。 

3. 保護登録申請を提出してから90日以内に、申請者は次の書類を提出しなければならない。 

a / 以前にその保護登録申請を受けた当局によって証明された申請書の写し 

b / 2つの出願に記載されている植物品種が同じであることを証明する、植物品種の記述

書、写真その他関連文書（ある場合は）を含む証拠 

c / 当該権利が他人から譲渡された場合、優先権の譲渡、相続又は遺贈についての文書

の法的に有効な写し 

 

第 10 条 保護登録申請書の受理 

1. 植物品種保護当局は、次のいずれかの方法で申請を受理する。 

a / 申請者から直接： 

b / 郵便により。 申請書が郵送で送付される場合、提出日は消印に表示されている送

付日とする。 

c / インターネット経由。 

2. 申請書を受領したら、植物品種保護当局は申請書に提出日を証明するスタンプを押し、

申請書の出願番号を登録簿に記録し、受領した申請書に記録し、申請書 1部を申請者に

返却する。 

3. 農業農村開発省は、申請の受理、補正、補充、及び出願する権利の移転、ならびに植物

品種の権利保護のための登録申請の譲渡について指導する。 

 

第 11 条 出願書の方式審査 

1. 申請書の方式審査は、以下の内容を含む。 

a / 出願書の完全性と有効性の審査 

b / 知的財産法第 174条及び本政令第 6条、第 7条、第 8条及び 9条に規定されている 

申請書の添付書類の審査 

  

2. 次のいずれかに該当する場合、申請書は書式的に無効である。 

a / 優先権主張をしない出願については、知的財産法の第 174条第 1項に規定された文 

書のいずれかが欠落している。又は（優先権主張をする出願の場合）、知的財産法第

174条第 1項に規定されている文書、又は本政令第 9条に規定するすべての手続きを

経ていないもの。 

b / 申請書に添付されている書類が所定の書式に従って作成されていない、又は登録書 

式に記載されている情報が不十分なもの。 

c / 知的財産法第 174条第 2項に規定された文書が、ベトナム語に翻訳されていない。 

d / 出願書に添付されている文書が消去されているか、破れているか、又は判読できな 

いもの。 

e / 関連文書の法的に有効な写しの欠落 

f / 出願をする資格のない者によって提出された出願。登録権が異なる法人や個人に属す 

る場合は、関係するすべての法人や個人の同意が必要である。 

3. 無効な出願の取り扱い 

a / 植物品種保護当局は、知的財産法第 176条第 2項の b及び本条第 1項ｆに該当する 

保護登録申請を拒絶することができるものとし、申請者に拒絶を書面で通知する。 

b / 本条第 1項 a、b、c、d及び eの規定に該当する場合、植物品種保護当局は、知的

財産法第 176条第 3項の b及び cに従うものとする。 

c / 知的財産法第 176条第 3項 bに規定される 30日間の期限は、通知を受けた郵便局

の消印に基づいて決定する。消印が判読不能である場合、その期限は植物品種保護当

局が通知を送った日から数えて 45日とする。 

 

第 12 条 出願の実体審査 

知的所有権法第 178条に規定されている保護登録出願の実体審査は、以下のとおり。 

1. 本政令第 13条に基づく植物品種名称の審査 

2. 本政令第 14条に基づく植物品種の新規性の審査 

3. 本法令第 19条に基づく技術試験（DUS試験）の結果の審査 

 

第 13 条 植物品種の名称審査 

1. 植物品種保護当局は、同一の種類又はベトナム又は知的所有権の改正法第 1条第 20項

に基づき、植物品種の権利保護に関してベトナムと協定を締結している国によって当該

植物品種の属する種類と極めて類似する種類に属する品種名称比較して、提案された植

物品種の名称の妥当性を審査する。 

2. 保護登録のための植物品種の名称が不適切である場合、植物品種保護当局は申請書の提

出者に通知し、規定に従って名称の変更を要求する。植物品種保護当局からそのような

通知を受けてから 30日以内に、申請書提出者は規定に従って新しい名称を提案しなけ
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国の法人又は個人の申請であって、ベトナムに住所又はベトナムで製造又は事業所を持

たない者は、国籍又は本部登記を証明するために必要十分な書類を添付すること。 

3. ベトナムと植物品種の権利保護に関する協定を締結していない国の法人又は個人の申

請は、植物品種の保護に関する協定をベトナムと締結している国に、法的に有効な住所

又は登録事務所を有することを証明する文書を提出すること。 

 

第 9 条 優先権を主張する出願の手続 

優先権を享受するために、知的財産法第 167条第 1項に規定する優先権を主張するため

のすべての条件を満たす出願を提出した出願者は、次の手続を行わなければならない。 

1. 所定の書式に従って保護登録宣言に優先権の主張を記載する。 

2. 優先権の主張を検討するための手数料を支払う。 

3. 保護登録申請を提出してから90日以内に、申請者は次の書類を提出しなければならない。 

a / 以前にその保護登録申請を受けた当局によって証明された申請書の写し 

b / 2つの出願に記載されている植物品種が同じであることを証明する、植物品種の記述

書、写真その他関連文書（ある場合は）を含む証拠 

c / 当該権利が他人から譲渡された場合、優先権の譲渡、相続又は遺贈についての文書

の法的に有効な写し 

 

第 10 条 保護登録申請書の受理 

1. 植物品種保護当局は、次のいずれかの方法で申請を受理する。 

a / 申請者から直接： 

b / 郵便により。 申請書が郵送で送付される場合、提出日は消印に表示されている送

付日とする。 

c / インターネット経由。 

2. 申請書を受領したら、植物品種保護当局は申請書に提出日を証明するスタンプを押し、

申請書の出願番号を登録簿に記録し、受領した申請書に記録し、申請書 1部を申請者に

返却する。 

3. 農業農村開発省は、申請の受理、補正、補充、及び出願する権利の移転、ならびに植物

品種の権利保護のための登録申請の譲渡について指導する。 

 

第 11 条 出願書の方式審査 

1. 申請書の方式審査は、以下の内容を含む。 

a / 出願書の完全性と有効性の審査 

b / 知的財産法第 174条及び本政令第 6条、第 7条、第 8条及び 9条に規定されている 

申請書の添付書類の審査 

  

2. 次のいずれかに該当する場合、申請書は書式的に無効である。 

a / 優先権主張をしない出願については、知的財産法の第 174条第 1項に規定された文 

書のいずれかが欠落している。又は（優先権主張をする出願の場合）、知的財産法第

174条第 1項に規定されている文書、又は本政令第 9条に規定するすべての手続きを

経ていないもの。 

b / 申請書に添付されている書類が所定の書式に従って作成されていない、又は登録書 

式に記載されている情報が不十分なもの。 

c / 知的財産法第 174条第 2項に規定された文書が、ベトナム語に翻訳されていない。 

d / 出願書に添付されている文書が消去されているか、破れているか、又は判読できな 

いもの。 

e / 関連文書の法的に有効な写しの欠落 

f / 出願をする資格のない者によって提出された出願。登録権が異なる法人や個人に属す 

る場合は、関係するすべての法人や個人の同意が必要である。 

3. 無効な出願の取り扱い 

a / 植物品種保護当局は、知的財産法第 176条第 2項の b及び本条第 1項ｆに該当する 

保護登録申請を拒絶することができるものとし、申請者に拒絶を書面で通知する。 

b / 本条第 1項 a、b、c、d及び eの規定に該当する場合、植物品種保護当局は、知的

財産法第 176条第 3項の b及び cに従うものとする。 

c / 知的財産法第 176条第 3項 bに規定される 30日間の期限は、通知を受けた郵便局

の消印に基づいて決定する。消印が判読不能である場合、その期限は植物品種保護当

局が通知を送った日から数えて 45日とする。 

 

第 12 条 出願の実体審査 

知的所有権法第 178条に規定されている保護登録出願の実体審査は、以下のとおり。 

1. 本政令第 13条に基づく植物品種名称の審査 

2. 本政令第 14条に基づく植物品種の新規性の審査 

3. 本法令第 19条に基づく技術試験（DUS試験）の結果の審査 

 

第 13 条 植物品種の名称審査 

1. 植物品種保護当局は、同一の種類又はベトナム又は知的所有権の改正法第 1条第 20項

に基づき、植物品種の権利保護に関してベトナムと協定を締結している国によって当該

植物品種の属する種類と極めて類似する種類に属する品種名称比較して、提案された植

物品種の名称の妥当性を審査する。 

2. 保護登録のための植物品種の名称が不適切である場合、植物品種保護当局は申請書の提

出者に通知し、規定に従って名称の変更を要求する。植物品種保護当局からそのような

通知を受けてから 30日以内に、申請書提出者は規定に従って新しい名称を提案しなけ
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ればならない。その期限を過ぎて、申請者が適切な名称を提案しなかった場合、植物品

種保護当局は申請を却下することができる。 

3. 植物品種の名称を変更したい場合は、保護証明書の付与の前に申請者が変更することが

できる。名称の変更申請と共に新たな名称を提案し、規則に定められた料金を支払う。 

4. 植物品種保護当局は、植物品種の権利の保護に関しベトナムと協定を締結した国の担当

当局に、植物品種の名称に関するすべての情報を通知する。 

5. 植物品種の正式名称は、植物品種の保護証明書の付与の決定時に承認されたものである。 

 

第 14 条 新規性の審査 

1. 保護のために登録される植物品種の新規性の審査は以下のとおり 

a / 保護登録の宣誓書類情報の審査 

b / 出願公表後に、保護のために登録される植物品種の新規性に関する情報提供及び異議 

申し立て（ある場合は）についての検討及び対応 

2. 保護の登録のための植物品種の新規性は、申請書を提出する日の 1年前までに、その植

物品種の種苗が、申請者又は申請者がベトナムでの試験又は試作を許諾した者が、規則

に従ってその植物品種を調査する場合は、未譲渡性は失われない。 

 

第 15 条 技術試験の形式 

技術試験は次のいずれかの形式で実施しなければならない。 

a / 農業農村開発省によって指定された、試験機関又は専門家によって実施される技術 

試験 

b / 申請者が実施した技術試験 

c / 申請者から提供された利用可能な技術試験結果を使用する 

d / UPOV加盟国の組織又は個人との間で技術テストの実施又は利用可能な試験結果の

購入に関する契約を締結する 

2. 植物品種保護当局は、登録申請と実務条件に基づいて、本条第 1項に規定する技術試験

の形式のいずれかを選択しなければならない。 

3. ベトナム国内で実施される技術試験は、農業農村開発省によって公表された DUS試験基

準に準拠しなければならない：本条第 1項 bの規定に該当する場合は、試験基準は公表

されないが、UPOV審査基準に準拠するものとする。 

4. 本条第 1項 aで定義された事例の場合で、試験結果が不十分な場合は、申請者は、試験

を実施した組織又は専門家、若しくはその他の指定された試験機関又は個人に 2回目

の試験を実施するよう要求することができ、必要な手数料を支払う。 2回目の試験の

依頼は書面で行わなければならず、その依頼の理由と根拠を明確に記載すること。 

5. 2 回目のテストの結果、申請者が提出した理由と根拠が正しいことが判明した場合は、

本条第 4項に記載の手数料を申請者に返還する。 

第 16 条 指定試験機関及び専門家に関する条件 

1. 技術試験を実施するよう指定された組織又は専門家は、以下の条件を満たさなければな

らない。 

a / 植物品種の試験又は研究及び品種育成の機能を有する 

b / 試験を実施する植物の種類に適用される試験要件に従って、試験を実施するために適 

した立地と土地を有すること 

c / 試験を実施する植物の種類に適用される試験基準に従って、分析及び評価するための 

特別な設備を所有しているか、又は他の組織や専門家と契約を結んでいる 

d / 少なくとも 1名の専門分野の学位を取得し、技術試験の研修を受けた、又は少なくと 

も 2年間技術試験に直接携わった技術者がいる 

e / 試験を実施する種類の公知の植物品種の参照用品種コレクションを有する 

2. 農業農村開発省は、技術試験の実施のために指定された組織及び専門家について詳細に

説明するものとする。 

 

第 17 条 申請者が実施する技術試験に関する条件 

1. 申請者は、以下の条件をすべて満たしている場合に、ベトナム国内で保護登録の植物品

種の技術試験を自ら実施できる。 

a / 試験される植物の種類に適用可能な試験基準に従って試験を実施するために適し

た立地及び土地を有する 

b / 試験を実施する植物の種類に適用される試験基準に従って、分析及び評価するため 

の特別な設備を所有しているか、又は他の組織や専門家と契約を結んでいる 

c / 試験で試験される品種と一緒に栽培される適切な対照品種を有する 

d / 少なくとも 1名の専門分野の学位を取得し、技術試験の研修を受けた、又は少なく 

とも 2年間技術試験に直接携わった技術者がいる 

2. 農業農村開発省は、自ら試験を実施する申請者に詳細な条件及び申請者が実施する試験

の現地調査について指導する。 

 

第 18 条 品種試料の提出 

1. 植物品種保護当局は、本政令第 15条第 1項 aに規定する試験の対象となる場合には、

作期の少なくとも 20日前に技術試験を実施する機関に品種試料の提出を要求する。 

2. 本政令第 15条第 1項 b、c及び dに規定される場合、申請者は、技術試験の実施機関へ

の品種試料の提出は求められないが、本条第 3項の品種保存機関に提出することを求

められる。 

3. 本条第 2項に掲げる登録品種の品種試料は、以下のように保存される。 

a / 種子の品種試料は、農業農村開発省によって指定された品種保存機関で保存される 

b / 申請者は、無性繁殖植物の品種試料を自ら保存し、保護登録申請書に保存場所を明 
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ればならない。その期限を過ぎて、申請者が適切な名称を提案しなかった場合、植物品

種保護当局は申請を却下することができる。 

3. 植物品種の名称を変更したい場合は、保護証明書の付与の前に申請者が変更することが

できる。名称の変更申請と共に新たな名称を提案し、規則に定められた料金を支払う。 

4. 植物品種保護当局は、植物品種の権利の保護に関しベトナムと協定を締結した国の担当

当局に、植物品種の名称に関するすべての情報を通知する。 

5. 植物品種の正式名称は、植物品種の保護証明書の付与の決定時に承認されたものである。 

 

第 14 条 新規性の審査 

1. 保護のために登録される植物品種の新規性の審査は以下のとおり 

a / 保護登録の宣誓書類情報の審査 

b / 出願公表後に、保護のために登録される植物品種の新規性に関する情報提供及び異議 

申し立て（ある場合は）についての検討及び対応 

2. 保護の登録のための植物品種の新規性は、申請書を提出する日の 1年前までに、その植

物品種の種苗が、申請者又は申請者がベトナムでの試験又は試作を許諾した者が、規則

に従ってその植物品種を調査する場合は、未譲渡性は失われない。 

 

第 15 条 技術試験の形式 

技術試験は次のいずれかの形式で実施しなければならない。 

a / 農業農村開発省によって指定された、試験機関又は専門家によって実施される技術 

試験 

b / 申請者が実施した技術試験 

c / 申請者から提供された利用可能な技術試験結果を使用する 

d / UPOV加盟国の組織又は個人との間で技術テストの実施又は利用可能な試験結果の

購入に関する契約を締結する 

2. 植物品種保護当局は、登録申請と実務条件に基づいて、本条第 1項に規定する技術試験

の形式のいずれかを選択しなければならない。 

3. ベトナム国内で実施される技術試験は、農業農村開発省によって公表された DUS試験基

準に準拠しなければならない：本条第 1項 bの規定に該当する場合は、試験基準は公表

されないが、UPOV審査基準に準拠するものとする。 

4. 本条第 1項 aで定義された事例の場合で、試験結果が不十分な場合は、申請者は、試験

を実施した組織又は専門家、若しくはその他の指定された試験機関又は個人に 2回目

の試験を実施するよう要求することができ、必要な手数料を支払う。 2回目の試験の

依頼は書面で行わなければならず、その依頼の理由と根拠を明確に記載すること。 

5. 2 回目のテストの結果、申請者が提出した理由と根拠が正しいことが判明した場合は、

本条第 4項に記載の手数料を申請者に返還する。 

第 16 条 指定試験機関及び専門家に関する条件 

1. 技術試験を実施するよう指定された組織又は専門家は、以下の条件を満たさなければな

らない。 

a / 植物品種の試験又は研究及び品種育成の機能を有する 

b / 試験を実施する植物の種類に適用される試験要件に従って、試験を実施するために適 

した立地と土地を有すること 

c / 試験を実施する植物の種類に適用される試験基準に従って、分析及び評価するための 

特別な設備を所有しているか、又は他の組織や専門家と契約を結んでいる 

d / 少なくとも 1名の専門分野の学位を取得し、技術試験の研修を受けた、又は少なくと 

も 2年間技術試験に直接携わった技術者がいる 

e / 試験を実施する種類の公知の植物品種の参照用品種コレクションを有する 

2. 農業農村開発省は、技術試験の実施のために指定された組織及び専門家について詳細に

説明するものとする。 

 

第 17 条 申請者が実施する技術試験に関する条件 

1. 申請者は、以下の条件をすべて満たしている場合に、ベトナム国内で保護登録の植物品

種の技術試験を自ら実施できる。 

a / 試験される植物の種類に適用可能な試験基準に従って試験を実施するために適し

た立地及び土地を有する 

b / 試験を実施する植物の種類に適用される試験基準に従って、分析及び評価するため 

の特別な設備を所有しているか、又は他の組織や専門家と契約を結んでいる 

c / 試験で試験される品種と一緒に栽培される適切な対照品種を有する 

d / 少なくとも 1名の専門分野の学位を取得し、技術試験の研修を受けた、又は少なく 

とも 2年間技術試験に直接携わった技術者がいる 

2. 農業農村開発省は、自ら試験を実施する申請者に詳細な条件及び申請者が実施する試験

の現地調査について指導する。 

 

第 18 条 品種試料の提出 

1. 植物品種保護当局は、本政令第 15条第 1項 aに規定する試験の対象となる場合には、

作期の少なくとも 20日前に技術試験を実施する機関に品種試料の提出を要求する。 

2. 本政令第 15条第 1項 b、c及び dに規定される場合、申請者は、技術試験の実施機関へ

の品種試料の提出は求められないが、本条第 3項の品種保存機関に提出することを求

められる。 

3. 本条第 2項に掲げる登録品種の品種試料は、以下のように保存される。 

a / 種子の品種試料は、農業農村開発省によって指定された品種保存機関で保存される 

b / 申請者は、無性繁殖植物の品種試料を自ら保存し、保護登録申請書に保存場所を明 
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示しなければならない 

4. 品種試料の受領後、技術試験の実施機関又は品種保存機関は、品種試料の品質をチェッ

クし、規定の要件を満たす場合は、証明書を発行する。品種試料が既定の要件を満たし

ていない場合、技術試験の実施機関又は品種保存機関は、申請者に品種試料の再提出を

要求することができる。 

5. 品種試料の受領後 20日以内に、品種試料受入機関はその品質を試験し、その結果を申

請者に通知しなければならない。品種試料が試験のために設定された基準に達していな

い場合、品種試料の受領機関は、申請者に品種試料を再度提出するよう要求する。申請

者は、要求を受けてから 30日以内に、基準を満たす品種試料を提出しなければならな

い。 

6. 品種試料の保存機関は、品種試料の安全を確保しなければならない。申請者から正当に

依頼された場合、品種試料保存機関は保存された品種試料に関する情報を秘匿しなけれ

ばならない。 

7. 農業農村開発省は、品種試料の提出期限、管理及び使用について詳細に説明する。 

 

第 19 条 技術試験結果の審査 

1. 植物品種の記述書を含む技術試験の結果の報告は、所定の書式に従って行われなければ

ならない。 

2. 技術試験が完了してから 45日以内に、技術試験実施機関、又は本政令第 15条第 1項 b

に定義されている申請者は、技術試験結果に関する報告書を植物品種保護当局に送付

するものとする。 

3. 植物品種保護当局は、知的財産法第 178条第 3項に基づき技術試験結果を審査する。 必

要に応じて、農業農村開発省は技術試験結果を審査するための専門評議会を設置する。 

当該専門委員会が設置された後、審査の時間は 60日を超えてはならない。 

 

第 20 条 植物品種保護証書の交付 

1. 農業農村開発大臣は、保護のために登録された、知的財産法第 159条、第 161条及び第

162条並びに知的財産法改正法第 19条及び第 20条に規定する条件を満たす植物品種に、

植物品種保護証書を付与することを決定する。保護証明書の付与に関する決定は、その

署名後 30日以内に、農業農村開発省植物品種公報に掲載されなければならない。 

2. 植物品種保護証書の付与に関する決定が植物品種公報に掲載されてから 30日以内に保

護証書の付与について書面による異議又は申し立てがない場合は、植物品種保護当局は、

申請者に植物品種保護証書を交付し、それを保護植物品種の国内登録簿に記録しなけれ

ばならない。 

3. 植物品種保護証明書の付与に関する決定が植物品種公報に掲載されてから 30日以内に、

植物品種保護当局が植物品種保護証書の付与について書面による異議又は申し立てを

受け取った場合、知的財産法第 184条に基づいてそれらを処理するものとする。 

4. 植物品種保護証書は、原本１部が付与される。 

5. 申請者は、規則に従って植物品種保護証書の交付にかかる手数料及び料金を支払うもの

とする。保護証書の所有者は、破れた、破損した、紛失した、所有者が変わった場合、

その再交付又は更新を申請することができ、規則に従って手数料を支払う。 

6. 農業農村開発省は、植物品種保護証書の交付及び再交付の手順を詳細に説明するものと

する。 

 

第 21 条 植物品種保護証書の無効化及び有効性の回復 

1. 知的財産法第 170条第 1項 aに基づき植物品種保護証書が無効になった場合、植物品

種保護当局は、以下により無効化しなければならない。 

a / 植物品種保護証書の無効化を求める第三者の書面による請求を受けてから 30日以

内に、植物品種保護当局は、書面による要求の情報の検証を完了し、検証結果を植物

種保護証書の所有者に通知する。植物品種保護証書の無効化の請求は書面で行い、付

与時には満たしていた均一性と安定性の要件を満たさなくなったことを証明する証

拠を添付し、2回目の試験料を支払わなければならない （本条第 1項ｃに該当する

場合）。 

b / 植物品種保護当局から、本条第 1項 aに規定されている意見に関する通知を受け取っ 

てから 30日経過後において、植物品種保護証書の所有者が書面による異議申立てを

しなかった場合は、農業農村開発省はその植物品種保護証書を無効にする決定を下す。

無効化の時期は、証明書を無効にする決定に署名した日であり、植物品種公報の特別

号に掲載される。 

c / 植物品種保護認証の所有者が異議申立てをした場合は、植物品種保護当局は、本政令 

第 15条第 4項に規定する 2回目の試験を実施する手続きを行うよう当該所有者に要

請する。本政令第 15条第 1項第 aに規定された試験機関によって実施された 2回目

の試験の結果が、当該植物品種は、証明書が付与された時には満たしていた均一性及

び安定性の要件をもはや満たしていないことが明らかになった場合、植物品種保護当

局は、本項ｂに規定された無効化の手続きを実行し、保護証明書の無効化を要求する

当事者に試験費用を返金しなければならない。 

2. 知的財産法第 170条第 1項 aに規定された事例の場合、農業農村開発省は、2回目の試

験結果に基づいて、植物品種保護証書の有効性を回復するか否かを決定する。 

 

第 22 条 国の登録簿 

1. 保護された植物品種は国の登録簿に記録される。 

2. 植物品種保護当局は、保護された植物品種の国の登録簿を作成し保管しなければならな

い。植物品種保護証書に関するすべての情報及び植物品種保護証書の有効期間内に発生
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示しなければならない 

4. 品種試料の受領後、技術試験の実施機関又は品種保存機関は、品種試料の品質をチェッ

クし、規定の要件を満たす場合は、証明書を発行する。品種試料が既定の要件を満たし

ていない場合、技術試験の実施機関又は品種保存機関は、申請者に品種試料の再提出を

要求することができる。 

5. 品種試料の受領後 20日以内に、品種試料受入機関はその品質を試験し、その結果を申

請者に通知しなければならない。品種試料が試験のために設定された基準に達していな

い場合、品種試料の受領機関は、申請者に品種試料を再度提出するよう要求する。申請

者は、要求を受けてから 30日以内に、基準を満たす品種試料を提出しなければならな

い。 

6. 品種試料の保存機関は、品種試料の安全を確保しなければならない。申請者から正当に

依頼された場合、品種試料保存機関は保存された品種試料に関する情報を秘匿しなけれ

ばならない。 

7. 農業農村開発省は、品種試料の提出期限、管理及び使用について詳細に説明する。 

 

第 19 条 技術試験結果の審査 

1. 植物品種の記述書を含む技術試験の結果の報告は、所定の書式に従って行われなければ

ならない。 

2. 技術試験が完了してから 45日以内に、技術試験実施機関、又は本政令第 15条第 1項 b

に定義されている申請者は、技術試験結果に関する報告書を植物品種保護当局に送付

するものとする。 

3. 植物品種保護当局は、知的財産法第 178条第 3項に基づき技術試験結果を審査する。 必

要に応じて、農業農村開発省は技術試験結果を審査するための専門評議会を設置する。 

当該専門委員会が設置された後、審査の時間は 60日を超えてはならない。 

 

第 20 条 植物品種保護証書の交付 

1. 農業農村開発大臣は、保護のために登録された、知的財産法第 159条、第 161条及び第

162条並びに知的財産法改正法第 19条及び第 20条に規定する条件を満たす植物品種に、

植物品種保護証書を付与することを決定する。保護証明書の付与に関する決定は、その

署名後 30日以内に、農業農村開発省植物品種公報に掲載されなければならない。 

2. 植物品種保護証書の付与に関する決定が植物品種公報に掲載されてから 30日以内に保

護証書の付与について書面による異議又は申し立てがない場合は、植物品種保護当局は、

申請者に植物品種保護証書を交付し、それを保護植物品種の国内登録簿に記録しなけれ

ばならない。 

3. 植物品種保護証明書の付与に関する決定が植物品種公報に掲載されてから 30日以内に、

植物品種保護当局が植物品種保護証書の付与について書面による異議又は申し立てを

受け取った場合、知的財産法第 184条に基づいてそれらを処理するものとする。 

4. 植物品種保護証書は、原本１部が付与される。 

5. 申請者は、規則に従って植物品種保護証書の交付にかかる手数料及び料金を支払うもの

とする。保護証書の所有者は、破れた、破損した、紛失した、所有者が変わった場合、

その再交付又は更新を申請することができ、規則に従って手数料を支払う。 

6. 農業農村開発省は、植物品種保護証書の交付及び再交付の手順を詳細に説明するものと

する。 

 

第 21 条 植物品種保護証書の無効化及び有効性の回復 

1. 知的財産法第 170条第 1項 aに基づき植物品種保護証書が無効になった場合、植物品

種保護当局は、以下により無効化しなければならない。 

a / 植物品種保護証書の無効化を求める第三者の書面による請求を受けてから 30日以

内に、植物品種保護当局は、書面による要求の情報の検証を完了し、検証結果を植物

種保護証書の所有者に通知する。植物品種保護証書の無効化の請求は書面で行い、付

与時には満たしていた均一性と安定性の要件を満たさなくなったことを証明する証

拠を添付し、2回目の試験料を支払わなければならない （本条第 1項ｃに該当する

場合）。 

b / 植物品種保護当局から、本条第 1項 aに規定されている意見に関する通知を受け取っ 

てから 30日経過後において、植物品種保護証書の所有者が書面による異議申立てを

しなかった場合は、農業農村開発省はその植物品種保護証書を無効にする決定を下す。

無効化の時期は、証明書を無効にする決定に署名した日であり、植物品種公報の特別

号に掲載される。 

c / 植物品種保護認証の所有者が異議申立てをした場合は、植物品種保護当局は、本政令 

第 15条第 4項に規定する 2回目の試験を実施する手続きを行うよう当該所有者に要

請する。本政令第 15条第 1項第 aに規定された試験機関によって実施された 2回目

の試験の結果が、当該植物品種は、証明書が付与された時には満たしていた均一性及

び安定性の要件をもはや満たしていないことが明らかになった場合、植物品種保護当

局は、本項ｂに規定された無効化の手続きを実行し、保護証明書の無効化を要求する

当事者に試験費用を返金しなければならない。 

2. 知的財産法第 170条第 1項 aに規定された事例の場合、農業農村開発省は、2回目の試

験結果に基づいて、植物品種保護証書の有効性を回復するか否かを決定する。 

 

第 22 条 国の登録簿 

1. 保護された植物品種は国の登録簿に記録される。 

2. 植物品種保護当局は、保護された植物品種の国の登録簿を作成し保管しなければならな

い。植物品種保護証書に関するすべての情報及び植物品種保護証書の有効期間内に発生
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した変更を、保護植物品種の国の登録簿に記録しなければならない。 

3. すべての法人及び個人は、保護された植物品種の国の登録簿の情報を、植物品種保護当

局に提供するよう求めることができ、規則に従って料金及び手数料を支払う。 

 

第Ⅲ章 保護証書の所有者の権利及び義務 

 

第 23 条 植物品種保護証書の所有者の権利の拡大 

知的財産法改正法第 1条第 23項第 1号に規定する、原品種とは異なる特性を有する、保

護植物品種（原品種）に本質的に由来する植物新品種を育成する方法は、以下のものを含

む：遺伝子組み換え、戻し交配、自然的・人為的又は体細胞変異の選抜、 若しくは原品種

の集団からの変異株の選抜。 

 

第 24 条 植物品種保護証書の所有者の義務 

知的財産法第 191条第 1項基づき保護証書の所有者は以下の義務を負う。 

1. 以下のいずれかの方法で植物品種育成者に報酬を支払う。 

a / 当事者間の契約に基づき： 

b / 合意に達していない場合、育成者に支払われる報酬は、規則に基づき、すべての税金 

を支払った後の、当該植物品種の権利の譲渡または移転に関する契約に示された金

額の 35％とする。保護証書の所有者が生産または取引の目的で保護植物品種を使用

する場合、保護証書の所有者が譲受人である場合を除き、得られた利益の 10％を育

種者に支払う。 

c / 国家予算を使って選抜され育成され、又は発見及び開発され植物品種については、

保護証書の所有者は内部規則に従って育成者に報酬を支払うものとする。内部規則に

報酬の支払いに関する規定がない場合、本条第１項ｂが適用される。 

d / 共同育成者によって選抜された植物品種については、本条第 1項に規定される報酬水 

準は、共同育種家に支払われる総額とする。共同育成者は、保護証書の所有者が支

払った報酬額の配分について合意するものとする。 

e / 植物品種の育成者に報酬を支払う義務は、保護植物品種が譲渡される場合を除き、

植物品種の保護の期間を通して存在する。 

2. 植物品種保護証書の有効性を維持するための費用を、最初の 1年分については保護証書

の付与後3ヶ月以内に、その後の分については、その年の開始月の最初の1ヶ月以内に、

植物品種保護機関に支払うこと。 

3. 保護された植物品種を維持し、植物品種保護機関の要求に応じて保護植物品種の情報、

文書および種苗を提供すること、及び植物品種保護証書が付与された時点に記述された

特性について保護植物品種の安定性を維持すること。  

第Ⅳ章 保護植物品種に対する権利の許諾と譲渡 

 

第 25 条 保護植物品種の権利の許諾又は譲渡に関する契約の内容 

1. 保護植物品種の許諾に関する契約は以下を含む。 

a / 許諾者及び許諾を受ける者の氏名及び住所 

b / 許諾理由 

c / 権利の利用に関する制限及び地域の制限を含む許諾の範囲 

d / 許諾期間 

e / 許諾料 

f / 許諾者と許諾を受ける者の権利と義務 

g / 契約違反に対する責任 

2. 保護植物品種の権利の譲渡に関する契約は以下を含む。 

a / 譲渡者及び譲受人の氏名及び住所 

b / 譲渡の理由 

c / 植物品種の権利の譲渡の内容 

d / 譲渡価格と支払い方法 

e / 譲渡者及び譲受人の権利及び義務 

f / 契約違反に対する責任 

 

第 26 条 保護植物品種の権利の譲渡 

1. 法律に従って植物品種の権利の譲渡に関する契約を締結した後、譲渡人は譲渡契約の

登録書類を植物品種保護当局に提出し、規則に従って料金を支払う。 

2. 植物品種の権利の譲渡に関する契約の登録書類は、以下を含む。 

a / 規定の書式に従って作成された 2通の登録宣誓書 

b / 契約の原本又は認証コピー2部。契約はベトナム語又はベトナム語に翻訳されなけれ 

ばならず、各ページに関係当事者の署名、又は隣接する 2ページごとに割り印され

ていなければならない 

c / 保護証書の原本又は認証コピー 

d / 共同所有の植物品種については、共同所有者の同意書 

e / 料金及び手数料の支払文書 

f / 国家予算で育成された植物品種については、本政令第 27条第 1項に基づくもので

あることを証明する文書が求められる 

3. 植物品種保護当局は、申請の受領後 30日以内にその有効性を判断するために登録書類

を審査しなければならない。 

4. 登録書類が有効かつ完璧である場合は、農業農村開発大臣は、譲受人を新規所有者とし
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した変更を、保護植物品種の国の登録簿に記録しなければならない。 

3. すべての法人及び個人は、保護された植物品種の国の登録簿の情報を、植物品種保護当

局に提供するよう求めることができ、規則に従って料金及び手数料を支払う。 

 

第Ⅲ章 保護証書の所有者の権利及び義務 

 

第 23 条 植物品種保護証書の所有者の権利の拡大 

知的財産法改正法第 1条第 23項第 1号に規定する、原品種とは異なる特性を有する、保

護植物品種（原品種）に本質的に由来する植物新品種を育成する方法は、以下のものを含

む：遺伝子組み換え、戻し交配、自然的・人為的又は体細胞変異の選抜、 若しくは原品種

の集団からの変異株の選抜。 

 

第 24 条 植物品種保護証書の所有者の義務 

知的財産法第 191条第 1項基づき保護証書の所有者は以下の義務を負う。 

1. 以下のいずれかの方法で植物品種育成者に報酬を支払う。 

a / 当事者間の契約に基づき： 

b / 合意に達していない場合、育成者に支払われる報酬は、規則に基づき、すべての税金 

を支払った後の、当該植物品種の権利の譲渡または移転に関する契約に示された金

額の 35％とする。保護証書の所有者が生産または取引の目的で保護植物品種を使用

する場合、保護証書の所有者が譲受人である場合を除き、得られた利益の 10％を育

種者に支払う。 

c / 国家予算を使って選抜され育成され、又は発見及び開発され植物品種については、

保護証書の所有者は内部規則に従って育成者に報酬を支払うものとする。内部規則に

報酬の支払いに関する規定がない場合、本条第１項ｂが適用される。 

d / 共同育成者によって選抜された植物品種については、本条第 1項に規定される報酬水 

準は、共同育種家に支払われる総額とする。共同育成者は、保護証書の所有者が支

払った報酬額の配分について合意するものとする。 

e / 植物品種の育成者に報酬を支払う義務は、保護植物品種が譲渡される場合を除き、

植物品種の保護の期間を通して存在する。 

2. 植物品種保護証書の有効性を維持するための費用を、最初の 1年分については保護証書

の付与後3ヶ月以内に、その後の分については、その年の開始月の最初の1ヶ月以内に、

植物品種保護機関に支払うこと。 

3. 保護された植物品種を維持し、植物品種保護機関の要求に応じて保護植物品種の情報、

文書および種苗を提供すること、及び植物品種保護証書が付与された時点に記述された

特性について保護植物品種の安定性を維持すること。  

第Ⅳ章 保護植物品種に対する権利の許諾と譲渡 

 

第 25 条 保護植物品種の権利の許諾又は譲渡に関する契約の内容 

1. 保護植物品種の許諾に関する契約は以下を含む。 

a / 許諾者及び許諾を受ける者の氏名及び住所 

b / 許諾理由 

c / 権利の利用に関する制限及び地域の制限を含む許諾の範囲 

d / 許諾期間 

e / 許諾料 

f / 許諾者と許諾を受ける者の権利と義務 

g / 契約違反に対する責任 

2. 保護植物品種の権利の譲渡に関する契約は以下を含む。 

a / 譲渡者及び譲受人の氏名及び住所 

b / 譲渡の理由 

c / 植物品種の権利の譲渡の内容 

d / 譲渡価格と支払い方法 

e / 譲渡者及び譲受人の権利及び義務 

f / 契約違反に対する責任 

 

第 26 条 保護植物品種の権利の譲渡 

1. 法律に従って植物品種の権利の譲渡に関する契約を締結した後、譲渡人は譲渡契約の

登録書類を植物品種保護当局に提出し、規則に従って料金を支払う。 

2. 植物品種の権利の譲渡に関する契約の登録書類は、以下を含む。 

a / 規定の書式に従って作成された 2通の登録宣誓書 

b / 契約の原本又は認証コピー2部。契約はベトナム語又はベトナム語に翻訳されなけれ 

ばならず、各ページに関係当事者の署名、又は隣接する 2ページごとに割り印され

ていなければならない 

c / 保護証書の原本又は認証コピー 

d / 共同所有の植物品種については、共同所有者の同意書 

e / 料金及び手数料の支払文書 

f / 国家予算で育成された植物品種については、本政令第 27条第 1項に基づくもので

あることを証明する文書が求められる 

3. 植物品種保護当局は、申請の受領後 30日以内にその有効性を判断するために登録書類

を審査しなければならない。 

4. 登録書類が有効かつ完璧である場合は、農業農村開発大臣は、譲受人を新規所有者とし
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て認める植物品種保護証書を再付与することを決定し、保護植物品種の国の登録簿にそ

の植物品種に対する所有権の譲渡を記録し、植物品種公報の特別号に当該譲渡を掲載す

る。 

5. 登録書類が無効又は欠陥がある場合、植物品種保護当局は書類提出者に、この通知に

署名した日から 30 日以内に、これらの欠陥を修正するように通知する。この期限内

に、書類提出者がこれらの欠陥を修正できなかった場合、登録書類の審査は終了す

る。 

 

第 27 条 国家予算を用いて育成、交配又は発見及び開発された植物品種の権利の許諾又

は譲渡 

 

1. 国家予算で育成又は発見及び開発された植物品種の権利の譲渡は、技術移転及びに関す

る法律及び解説書に従うものとする。 

2. 国家予算で育成、交配又は発見及び開発された植物品種の権利の許諾又は譲渡からの税

引後収入の管理及び使用は、以下の規則に従うものとする。 

a / 保護証書の所有者は、内部規則において植物品種の育成者に支払われる報酬の水準 

を定め、公表するものとする。内部規則が定められていない場合本政令第 24条第 1

項 bを適用する。残りの半分は科学研究及び技術開発に投資され、もう一方の半分は

保護植物品種を直接育成する部門の福祉及び報酬基金に預託される。 

b / 国家予算を含む様々な資金で育成又は発見及び開発された植物品種については、国 

家資本割合に対応する収益の管理及び使用は、本条第 2項に従う。 

 

第 28 条 植物品種を使用する強制許諾を決定する権限 

1. 農業農村開発省は、農業、林業及び水産作物の保護植物品種の種類の強制許諾について

決定する。 

2. 農業農村開発省は、医療目的で使用される保護植物品種の強制許諾の決定について最高

責任を負い、保健省との間で調整するものとする。 

 

第 29 条 緊急の社会的ニーズに応えるための保護植物品種の強制許諾の事例 

1. 知的財産法第 195条第 1項 aに規定された緊急の社会的ニーズに対応するための保護植

物品種の強制許諾は、自然災害、伝染病、戦争、広範囲にわたる環境汚染などの緊急事

態に対処する場合に適用される。 

2. 農業農村開発省は、植物品種の必要性、植物品種の名称、使用目的と必要数量、許諾範

囲と登録書類の提出期限を公表する。 

 

 

第 30 条 保護植物品種の強制許諾に対する補償水準の決定原則 

強制許諾権の補償水準は、次の原則に基づいて決定される。 

1. 許諾者と受諾者の間の合意 

2. 合意が得られない場合、報酬水準は以下に基づいて決定される。 

a / 許諾期間と強制的に許諾された品種の数量に応じて、同一の品種について他の者に 

許諾した最新の契約の価格 

b / 許諾された品種の数量と許諾期間に応じて、植物品種保護証書の所有者によってそ 

の植物品種の使用により生み出された利益 

c / 本項の a及び bで規定された根拠のいずれも利用できない場合、補償水準はその植 

物品種を育成するための実際の費用に基づいて決定されるものとする 

3. 農業農村開発省は、自ら又は最高責任機関として関係省庁と調整して本条第 2項に規定

される事例の報酬水準をケースバイケースで評価するための評議会を設置する。 

 

第 31 条 決定に基づく保護植物品種の強制許諾の手続き 

1. 植物品種の使用を希望する法人及び個人は、知的財産法第 195条第 1項 aで規定された

決定に基づいて、植物品種の強制許諾の登録書類を提出しなければならない。植物品種

の許諾に関する合意に達しなかった、又は競争上の障害と遭遇した法人及び個人は、知

的財産法第 195条第 1項 b及び cに基づく植物品種の強制許諾の登録の一件書類を提出

することができる。 

2. 植物品種の許諾のための書類は、以下のものを含む。 

a / 所定の書式に従って作成され、強制許諾の範囲と期間が明記された、植物品種強制許 

諾申請書 2部 

b / 植物品種の生産及び販売のための登録証明書 

c / 規則に従って許諾者に報酬を支払うための受諾者の経済的能力の証明書 

d / 知的財産法第 195条第 1項 bおよび cに記載されている事例に対する植物品種の強制 

許諾の申請を証明する文書は、法律で規定されているように健全な根拠によって裏

付けられていること。 

e / 代理人により申請書類を提出する場合は、委任状 

f / 手数料支払い領収書 

3. 知的財産法第 195条第 1項 aに基づく保護植物品種の強制許諾の手続きの順序 

a / 植物品種保護当局は、本条第 2項に規定する一連の書類を受け取る 

b / 書類を受領してから 15日以内に、農業農村開発省は植物品種の強制許諾に関する

決定を下し、その決定の遵守のため、受諾者及び許諾者に通知する 

4. 知的財産法第 196条第 1項 b及び cに規定する保護植物品種の強制許諾手続きの順序 

a / 植物品種保護当局は、本条第 2項に規定する一連の書類を受け取る 

b / 書類を受領してから 15日以内に、農業農村開発省は、当該植物品種を使用する独
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て認める植物品種保護証書を再付与することを決定し、保護植物品種の国の登録簿にそ

の植物品種に対する所有権の譲渡を記録し、植物品種公報の特別号に当該譲渡を掲載す

る。 

5. 登録書類が無効又は欠陥がある場合、植物品種保護当局は書類提出者に、この通知に

署名した日から 30 日以内に、これらの欠陥を修正するように通知する。この期限内

に、書類提出者がこれらの欠陥を修正できなかった場合、登録書類の審査は終了す

る。 

 

第 27 条 国家予算を用いて育成、交配又は発見及び開発された植物品種の権利の許諾又

は譲渡 

 

1. 国家予算で育成又は発見及び開発された植物品種の権利の譲渡は、技術移転及びに関す

る法律及び解説書に従うものとする。 

2. 国家予算で育成、交配又は発見及び開発された植物品種の権利の許諾又は譲渡からの税

引後収入の管理及び使用は、以下の規則に従うものとする。 

a / 保護証書の所有者は、内部規則において植物品種の育成者に支払われる報酬の水準 

を定め、公表するものとする。内部規則が定められていない場合本政令第 24条第 1

項 bを適用する。残りの半分は科学研究及び技術開発に投資され、もう一方の半分は

保護植物品種を直接育成する部門の福祉及び報酬基金に預託される。 

b / 国家予算を含む様々な資金で育成又は発見及び開発された植物品種については、国 

家資本割合に対応する収益の管理及び使用は、本条第 2項に従う。 

 

第 28 条 植物品種を使用する強制許諾を決定する権限 

1. 農業農村開発省は、農業、林業及び水産作物の保護植物品種の種類の強制許諾について

決定する。 

2. 農業農村開発省は、医療目的で使用される保護植物品種の強制許諾の決定について最高

責任を負い、保健省との間で調整するものとする。 

 

第 29 条 緊急の社会的ニーズに応えるための保護植物品種の強制許諾の事例 

1. 知的財産法第 195条第 1項 aに規定された緊急の社会的ニーズに対応するための保護植

物品種の強制許諾は、自然災害、伝染病、戦争、広範囲にわたる環境汚染などの緊急事

態に対処する場合に適用される。 

2. 農業農村開発省は、植物品種の必要性、植物品種の名称、使用目的と必要数量、許諾範

囲と登録書類の提出期限を公表する。 

 

 

第 30 条 保護植物品種の強制許諾に対する補償水準の決定原則 

強制許諾権の補償水準は、次の原則に基づいて決定される。 

1. 許諾者と受諾者の間の合意 

2. 合意が得られない場合、報酬水準は以下に基づいて決定される。 

a / 許諾期間と強制的に許諾された品種の数量に応じて、同一の品種について他の者に 

許諾した最新の契約の価格 

b / 許諾された品種の数量と許諾期間に応じて、植物品種保護証書の所有者によってそ 

の植物品種の使用により生み出された利益 

c / 本項の a及び bで規定された根拠のいずれも利用できない場合、補償水準はその植 

物品種を育成するための実際の費用に基づいて決定されるものとする 

3. 農業農村開発省は、自ら又は最高責任機関として関係省庁と調整して本条第 2項に規定

される事例の報酬水準をケースバイケースで評価するための評議会を設置する。 

 

第 31 条 決定に基づく保護植物品種の強制許諾の手続き 

1. 植物品種の使用を希望する法人及び個人は、知的財産法第 195条第 1項 aで規定された

決定に基づいて、植物品種の強制許諾の登録書類を提出しなければならない。植物品種

の許諾に関する合意に達しなかった、又は競争上の障害と遭遇した法人及び個人は、知

的財産法第 195条第 1項 b及び cに基づく植物品種の強制許諾の登録の一件書類を提出

することができる。 

2. 植物品種の許諾のための書類は、以下のものを含む。 

a / 所定の書式に従って作成され、強制許諾の範囲と期間が明記された、植物品種強制許 

諾申請書 2部 

b / 植物品種の生産及び販売のための登録証明書 

c / 規則に従って許諾者に報酬を支払うための受諾者の経済的能力の証明書 

d / 知的財産法第 195条第 1項 bおよび cに記載されている事例に対する植物品種の強制 

許諾の申請を証明する文書は、法律で規定されているように健全な根拠によって裏

付けられていること。 

e / 代理人により申請書類を提出する場合は、委任状 

f / 手数料支払い領収書 

3. 知的財産法第 195条第 1項 aに基づく保護植物品種の強制許諾の手続きの順序 

a / 植物品種保護当局は、本条第 2項に規定する一連の書類を受け取る 

b / 書類を受領してから 15日以内に、農業農村開発省は植物品種の強制許諾に関する

決定を下し、その決定の遵守のため、受諾者及び許諾者に通知する 

4. 知的財産法第 196条第 1項 b及び cに規定する保護植物品種の強制許諾手続きの順序 

a / 植物品種保護当局は、本条第 2項に規定する一連の書類を受け取る 

b / 書類を受領してから 15日以内に、農業農村開発省は、当該植物品種を使用する独
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占権の所有者に、当該植物品種の強制許諾の要求を通知する 

c / 通知の発出日から 30日以内に、当該植物品種を使用する独占権の所有者は書面に

より返答しなければならない 

d / 植物品種を使用する独占的権利の所有者が 15日以内に強制許諾の要求を拒絶した

場合、農業農村開発省は要求者に書面により返答をする 

e / 農業農村開発省は、強制実施許可の要求が規則に適合している場合は、植物品種の強 

制許諾に関する決定を下し、遵守のため、その決定を受諾者及び許諾者に通知する 

f / 植物品種の強制許諾の要求が、知的財産法第 195条第 1項 bおよび cで規定されてい 

る健全な根拠によって裏付けられていない場合、拒絶理由を明記した書面により回

答しなければならない 

 

第 32 条 保護植物品種の強制許諾に関する決定の変更、無効化及び取消 

1. 知的財産法第 197条第 2項に基づき、植物品種を使用する独占的権利の所有者は、保護

された植物品種の強制許諾に関する決定を修正、無効化又は取り消すことを本政令第

29条に定める権限のある当局に要求することができ、規則に従って料金と手数料を支

払う。 

2. 植物品種の強制許諾に関する決定は、以下のとおり 

a / 問題となった状況の変化に応じて修正 

b / 問題となった状況がもはや存在しない場合は無効化 

c / 法に違反して発行されたことを証明する根拠がある場合は取消 

3. 保護植物品種の強制許諾に関する決定の修正、無効化又は取消の要請書は、以下の文書

からなる。 

a / 許諾価格、許諾対象の植物品種の数量、許諾の範囲及び期間の変更を求める書面によ 

る要求、又は保護植物品種の強制許諾に関する決定の無効化又は取消の要求 

b / 強制許諾の決定の変更、無効化又は取消しが受諾者に害を及ぼすことなく、本条第 2 

項に規定された根拠に基づいていることを証明する文書 

c / 代理人を通じて要求を提出する場合は、委任状 

d / 料金支払い領収書 

4. 保護植物品種の強制許諾を決定する権限を有する国家当局の責任 

a / 本条第 3項に規定された一連の書類を受け取ること 

b / 有効な一連の書類を受領してから 15日以内に、植物品種の強制許諾に関する決定

を修正、無効化、又は取り消す決定を審査し、決定する 

c / 植物品種の強制許諾に関する決定の修正、無効化又は取消の要求が知的財産法第

195条に規定されている健全な根拠によって裏付けされていない場合、拒絶理由を明

記した文書を発出する。 

d / 遵守のためにその決定を許諾者及び受諾者に通知する 

第Ⅴ章 植物品種に対する権利の代理 

 

第 33 条 植物品種の権利の代理 

植物品種に対する権利の代理は以下のとおり。 

1. 植物品種に対する権利の取得及び行使に関して、国の管轄当局に対し法人及び個人の

代理を行う。 

2. 植物品種の権利の取得及び行使の手続きに関する事項についての相談 

3. 植物品種の権利を取得し、行使するための手続きに関するその他のサービス 

 

第 34 条 植物品種に対する権利の代理人の権利範囲 

1. 植物品種の権利の代理人は、委任された範囲内でサービスを提供するものとし、顧客の

書面による合意がある場合は、他の植物品種の権利の代理人にこれらの権利の行使を

再委任することができる。 

2. 植物品種の権利の代理人は、完了していない代理行為を他の植物品種の権利の代理人に

合法的に譲渡した場合には、植物品種に対する権利の代理行為を放棄することができる。 

3. 植物品種の権利の代理人は、以下の行為をしてはならない。 

a / 植物品種の権利の紛争当事者の代理人として行動すること 

b / 顧客の許可なく保護証書の申請の取り下げ、保護の放棄の公表又は植物品種の権利の 

取得に対する異議申し立ての取り下げ 

c / 植物品種の権利に関する代理契約の調印及び履行における委託者への不正行為又

は強制 

d / 植物品種保護当局によってまだ公表されていない保護登録申請に関する情報の使

用又は開示 

 

第 35 条 植物品種に対する権利の代理人の責務 

1. 植物品種の権利の代理人は、 

a / 植物品種の権利の取得及び行使のための手続きに関する料金及び手数料及び植物

品種保護当局に登録された料金表に基づく代理人手数料を顧客に通知する。 

b / 彼らが代理人として行動する案件に関する情報及び文書の機密を守る。 

c / 植物品種の権利の取得及び行使のための国の管轄当局の通知及び要求に関する真

実かつ正確な情報を提供する。保護証書及びその他の決定を速やかに顧客に引き渡す。 

d / 植物品種の権利の確立及び行使に関する国の管轄当局の要求に適時に対応するこ

とにより、顧客の合法的権利及び利益を保護する。 

e / 委任者の氏名、住所及びその他の情報、代理人の氏名及び住所に関するすべての変 

更を、植物品種の権利の確立及び行使に関する国の管轄当局に通知する。 

88



占権の所有者に、当該植物品種の強制許諾の要求を通知する 

c / 通知の発出日から 30日以内に、当該植物品種を使用する独占権の所有者は書面に

より返答しなければならない 

d / 植物品種を使用する独占的権利の所有者が 15日以内に強制許諾の要求を拒絶した

場合、農業農村開発省は要求者に書面により返答をする 

e / 農業農村開発省は、強制実施許可の要求が規則に適合している場合は、植物品種の強 

制許諾に関する決定を下し、遵守のため、その決定を受諾者及び許諾者に通知する 

f / 植物品種の強制許諾の要求が、知的財産法第 195条第 1項 bおよび cで規定されてい 

る健全な根拠によって裏付けられていない場合、拒絶理由を明記した書面により回

答しなければならない 

 

第 32 条 保護植物品種の強制許諾に関する決定の変更、無効化及び取消 

1. 知的財産法第 197条第 2項に基づき、植物品種を使用する独占的権利の所有者は、保護

された植物品種の強制許諾に関する決定を修正、無効化又は取り消すことを本政令第

29条に定める権限のある当局に要求することができ、規則に従って料金と手数料を支

払う。 

2. 植物品種の強制許諾に関する決定は、以下のとおり 

a / 問題となった状況の変化に応じて修正 

b / 問題となった状況がもはや存在しない場合は無効化 

c / 法に違反して発行されたことを証明する根拠がある場合は取消 

3. 保護植物品種の強制許諾に関する決定の修正、無効化又は取消の要請書は、以下の文書

からなる。 

a / 許諾価格、許諾対象の植物品種の数量、許諾の範囲及び期間の変更を求める書面によ 

る要求、又は保護植物品種の強制許諾に関する決定の無効化又は取消の要求 

b / 強制許諾の決定の変更、無効化又は取消しが受諾者に害を及ぼすことなく、本条第 2 

項に規定された根拠に基づいていることを証明する文書 

c / 代理人を通じて要求を提出する場合は、委任状 

d / 料金支払い領収書 

4. 保護植物品種の強制許諾を決定する権限を有する国家当局の責任 

a / 本条第 3項に規定された一連の書類を受け取ること 

b / 有効な一連の書類を受領してから 15日以内に、植物品種の強制許諾に関する決定

を修正、無効化、又は取り消す決定を審査し、決定する 

c / 植物品種の強制許諾に関する決定の修正、無効化又は取消の要求が知的財産法第

195条に規定されている健全な根拠によって裏付けされていない場合、拒絶理由を明

記した文書を発出する。 

d / 遵守のためにその決定を許諾者及び受諾者に通知する 

第Ⅴ章 植物品種に対する権利の代理 

 

第 33 条 植物品種の権利の代理 

植物品種に対する権利の代理は以下のとおり。 

1. 植物品種に対する権利の取得及び行使に関して、国の管轄当局に対し法人及び個人の

代理を行う。 

2. 植物品種の権利の取得及び行使の手続きに関する事項についての相談 

3. 植物品種の権利を取得し、行使するための手続きに関するその他のサービス 

 

第 34 条 植物品種に対する権利の代理人の権利範囲 

1. 植物品種の権利の代理人は、委任された範囲内でサービスを提供するものとし、顧客の

書面による合意がある場合は、他の植物品種の権利の代理人にこれらの権利の行使を

再委任することができる。 

2. 植物品種の権利の代理人は、完了していない代理行為を他の植物品種の権利の代理人に

合法的に譲渡した場合には、植物品種に対する権利の代理行為を放棄することができる。 

3. 植物品種の権利の代理人は、以下の行為をしてはならない。 

a / 植物品種の権利の紛争当事者の代理人として行動すること 

b / 顧客の許可なく保護証書の申請の取り下げ、保護の放棄の公表又は植物品種の権利の 

取得に対する異議申し立ての取り下げ 

c / 植物品種の権利に関する代理契約の調印及び履行における委託者への不正行為又

は強制 

d / 植物品種保護当局によってまだ公表されていない保護登録申請に関する情報の使

用又は開示 

 

第 35 条 植物品種に対する権利の代理人の責務 

1. 植物品種の権利の代理人は、 

a / 植物品種の権利の取得及び行使のための手続きに関する料金及び手数料及び植物

品種保護当局に登録された料金表に基づく代理人手数料を顧客に通知する。 

b / 彼らが代理人として行動する案件に関する情報及び文書の機密を守る。 

c / 植物品種の権利の取得及び行使のための国の管轄当局の通知及び要求に関する真

実かつ正確な情報を提供する。保護証書及びその他の決定を速やかに顧客に引き渡す。 

d / 植物品種の権利の確立及び行使に関する国の管轄当局の要求に適時に対応するこ

とにより、顧客の合法的権利及び利益を保護する。 

e / 委任者の氏名、住所及びその他の情報、代理人の氏名及び住所に関するすべての変 

更を、植物品種の権利の確立及び行使に関する国の管轄当局に通知する。 
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2. 植物品種の権利の代理人は、その名前のもとに植物の品種の権利に関する代理を行う

者に対して民事責任を負うものとする。 

3. 植物品種の権利の代理人及び植物品種の権利の代理人として登録している個人は、規

則に従って料金及び手数料を支払うものとする。 

 

第 36 条 植物品種の権利の代理人業務証明書の交付条件 

1. 農業農村開発省は知的財産法改正法第 1条第 21項の 5に規定するすべての条件を満た

す者に、植物品種の権利の代理人業務証明書を交付する。 

2. 個人は、大学又は大学院の植物品種に関する学位を有し、植物品種の権利に関する法律

の研修コースを修了したものとする。 

3. 農業農村開発省は、植物品種の権利に関する法律と、植物品種の権利の代理人の業務に

関する研修プログラムを定める。 

 

第 37 条 植物品種の権利の代理人の認定と失効 

1. 知的財産法の改正法第 21条第 21項 2、3、4及び 5に規定される、植物品種の権利の代

理人業務を提供するための条件を満たす法人及び個人は、植物品種の権利に関する国

の代理人登録簿において認定され、植物品種公報の特別号に掲載される。 

2. 以下の場合、植物品種の権利の代理人は、植物品種の権利に関する国の代理人登録簿か

ら削除され、植物品種公報の特別号に掲載される。 

a / 植物品種の権利の代理人業務を放棄した時 

b / 知的財産法改正法第 1条第 21項の 2、3、4及び 5に定める条件を満たさなくなっ

た時 

c / 本政令第 35条第 3項の規定に深刻に違反した時 

d / 植物品種の権利の代理業務提供する際に重大な過ちを犯し、国家と社会の利益に害を 

及ぼした時 

e / 本政令第 34条第 1項に規定される植物品種の権利の代理業務の範囲外の行為を行

うため、植物品種の権利の代理人の地位を乱用した時 

3. 国の植物品種の権利の代理人登録簿から抹消された、植物品種の権利の代理人は、失効

日から 3年を経過した後にのみ、再認定を受けることができる。 

4. 農業農村開発省は、植物品種の権利の代理人の認定、再認定及び失効について説明する。 

 

第 38 条 植物品種の権利の代理人業務実施証明書の交付及び取り消し 

1. 植物品種の権利の代理人業務実施証明書は、知的財産法改正法第 1条第 21項の 5に定

めるすべての条件を満たす個人に、規則に従って料金及び手数料を支払って請求があ

った場合に付与される。 

2. 植物品種の権利の代理業務実施証明書を所持している者は、以下の場合、その証明書が

取り消される。 

a / 植物品種の権利の代理業務を放棄した時 

b / 知的財産法改正法第 1条第 21項の 5に定める条件を満たさなくなった場合 

c / 本政令第 34条第 3項及び第 35条の重大な違反を犯した時 

d / 植物品種の権利の代理業務において重大な過ちを犯し、国家と社会の利益に損害を与 

えた時 

e / 本政令第 34条第 1項に規定される植物品種の権利の代理業務の範囲外の行為を行

うため、植物品種の権利の代理人の地位を乱用した時 

3. 植物品種の権利の代理人業務実施証明書が取り消された者に対する、再付与は、失効日

から 3年を経過した後にのみ、検討される。 

4. 農業農村開発省は、植物品種の権利の代理業務実施証明書の付与及び取り消しについ

て説明する。 

 

第Ⅵ章 実施規定 

 

第 39 条 経過規定 

1. この政令の発効日までに植物品種保護当局に提出された植物品種保護登録の申請は、

出願時に有効な植物品種の保護に関する法的文書に基づいて処理される。 

2. 本政令の施行日からの植物品種保護登録の申請は、本政令に準拠する。 

 

第 40 条 効力 

本政令は 2010年 10月 1日から施行され、2006年 6月 22日の政府の政令 No. 104/2006 / 

ND-CP に代わるもので、植物品種に関する知的財産法に関する多数の条項を詳述し解説し

ている。 

 

第 41 条 実施規定 

大臣、省庁級機関の長、政府附属機関の長、及び地方レベルの人民委員会の委員長が本

政令を実施する。 

 

首相 

 

グエンタンズン（Nguyen Tan Dung） 
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2. 植物品種の権利の代理人は、その名前のもとに植物の品種の権利に関する代理を行う

者に対して民事責任を負うものとする。 

3. 植物品種の権利の代理人及び植物品種の権利の代理人として登録している個人は、規

則に従って料金及び手数料を支払うものとする。 

 

第 36 条 植物品種の権利の代理人業務証明書の交付条件 

1. 農業農村開発省は知的財産法改正法第 1条第 21項の 5に規定するすべての条件を満た

す者に、植物品種の権利の代理人業務証明書を交付する。 

2. 個人は、大学又は大学院の植物品種に関する学位を有し、植物品種の権利に関する法律

の研修コースを修了したものとする。 

3. 農業農村開発省は、植物品種の権利に関する法律と、植物品種の権利の代理人の業務に

関する研修プログラムを定める。 

 

第 37 条 植物品種の権利の代理人の認定と失効 

1. 知的財産法の改正法第 21条第 21項 2、3、4及び 5に規定される、植物品種の権利の代

理人業務を提供するための条件を満たす法人及び個人は、植物品種の権利に関する国

の代理人登録簿において認定され、植物品種公報の特別号に掲載される。 

2. 以下の場合、植物品種の権利の代理人は、植物品種の権利に関する国の代理人登録簿か

ら削除され、植物品種公報の特別号に掲載される。 

a / 植物品種の権利の代理人業務を放棄した時 

b / 知的財産法改正法第 1条第 21項の 2、3、4及び 5に定める条件を満たさなくなっ

た時 

c / 本政令第 35条第 3項の規定に深刻に違反した時 

d / 植物品種の権利の代理業務提供する際に重大な過ちを犯し、国家と社会の利益に害を 

及ぼした時 

e / 本政令第 34条第 1項に規定される植物品種の権利の代理業務の範囲外の行為を行

うため、植物品種の権利の代理人の地位を乱用した時 

3. 国の植物品種の権利の代理人登録簿から抹消された、植物品種の権利の代理人は、失効

日から 3年を経過した後にのみ、再認定を受けることができる。 

4. 農業農村開発省は、植物品種の権利の代理人の認定、再認定及び失効について説明する。 

 

第 38 条 植物品種の権利の代理人業務実施証明書の交付及び取り消し 

1. 植物品種の権利の代理人業務実施証明書は、知的財産法改正法第 1条第 21項の 5に定

めるすべての条件を満たす個人に、規則に従って料金及び手数料を支払って請求があ

った場合に付与される。 

2. 植物品種の権利の代理業務実施証明書を所持している者は、以下の場合、その証明書が

取り消される。 

a / 植物品種の権利の代理業務を放棄した時 

b / 知的財産法改正法第 1条第 21項の 5に定める条件を満たさなくなった場合 

c / 本政令第 34条第 3項及び第 35条の重大な違反を犯した時 

d / 植物品種の権利の代理業務において重大な過ちを犯し、国家と社会の利益に損害を与 

えた時 

e / 本政令第 34条第 1項に規定される植物品種の権利の代理業務の範囲外の行為を行

うため、植物品種の権利の代理人の地位を乱用した時 

3. 植物品種の権利の代理人業務実施証明書が取り消された者に対する、再付与は、失効日

から 3年を経過した後にのみ、検討される。 

4. 農業農村開発省は、植物品種の権利の代理業務実施証明書の付与及び取り消しについ

て説明する。 

 

第Ⅵ章 実施規定 

 

第 39 条 経過規定 

1. この政令の発効日までに植物品種保護当局に提出された植物品種保護登録の申請は、

出願時に有効な植物品種の保護に関する法的文書に基づいて処理される。 

2. 本政令の施行日からの植物品種保護登録の申請は、本政令に準拠する。 

 

第 40 条 効力 

本政令は 2010年 10月 1日から施行され、2006年 6月 22日の政府の政令 No. 104/2006 / 

ND-CP に代わるもので、植物品種に関する知的財産法に関する多数の条項を詳述し解説し

ている。 

 

第 41 条 実施規定 

大臣、省庁級機関の長、政府附属機関の長、及び地方レベルの人民委員会の委員長が本

政令を実施する。 

 

首相 

 

グエンタンズン（Nguyen Tan Dung） 
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